
生活保護法による介護扶助について ～生活保護法指定介護機関のしおり～

１．はじめに  

平素より生活保護行政の推進にご協力いただき厚く御礼申し上げます。 

介護事業者の皆さまに制度の趣旨や介護扶助に関する事務取扱等に対する理解を深めていただき、生活保護法によ

る介護の給付の更なる適正実施を図るため、簡単ですが制度の概要をまとめましたので、今後の業務の参考にしてい

ただきますようお願いいたします。 

２．介護扶助とは  

介護扶助とは、介護または支援が必要な被保護者（生活保護受給者）に対して、原則として介護保険の給付対象と

なる介護サービスと同等のものを、生活保護法により指定された介護機関から介護や用具の貸与など直接の行為や物

によりサービスの提供を受けるものです。

３．介護扶助と介護保険の適用関係について  

要件

要介護又は要支援の状態にある被保護者

４０才以上６５才未満

６５才以上医療保険未加入者で

特定疾病該当者

医療保険加入者で

特定疾病該当者

介護保険の

適用
介護保険被保険者とならない

介護保険被保険者となる

第２号被保険者 第１号被保険者

要介護認定 生活保護法による要介護認定 介護保険法による要介護認定

ケアプラン

生活保護法の指定介護機関に

作成を委託
介護保険法に基づき作成

支給限度額以内のケアプランに限る

給付割合
※生活保護法の指定介護機関からの介護サービスに限る

介護扶助１０割 介護保険９割・介護扶助１割

障害者施策

関係

障害者手帳等を持っている場合は、

障害者施策が介護扶助に優先する。

介護保険・介護扶助優先。ただし、一部サービスでは自立支

援医療（更生医療）が介護扶助に優先する。

※介護扶助には介護保険の取扱いと異なるものがあります。

４．生活保護法指定介護機関の義務について  

（１） 指定介護機関は、指定介護機関介護担当規程に従い、懇切丁寧に被保護者の介護を担当しなければなりません。

（生活保護法第５０条第１項）

（２） 指定介護機関は、被保護者の介護について、県知事の行う指導に従わなければなりません。（生活保護法第５

０条第２項）

（３） 指定介護機関が、第５１条第 2項各号のいずれかに該当するときは、生活保護法の指定を取り消し、あるいは
停止することがあります。（生活保護法第５１条第２項）

（４） 県知事は、介護扶助に関して必要があると認めるときは、指定介護機関の管理者等に対して、必要と認める事

項の報告若しくは介護記録、帳簿書類その他の物件の提出等を命じ、指定介護機関の管理者等に出頭を求め、

又は県職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定介護機関について実地にその設備若しくは介護記録、帳

簿書類その他の物件を検査させることができます。（生活保護法第５４条第１項を準用）

※平成 26年 7月 1日以降に介護保険法による指定又は開設許可を受けた介護機関は、生活保護法による指定を受けた
ものとみなされます。
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